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第二部　労働運動

III　労働争議

１　一九七九年の労働争議

5　七九年春闘時における中小企業の争議

　従業者三〇〇人未満規模民間中小企業での七九年春闘賃上げ時における争議発生企業数は一

一一八企業で、前年と比べ二〇・三％減となったが、その争議行為参加人員および労働損失日数

はそれぞれ九万六九八七人(対前年比三・九％増)、労働損失日数でも一四万二四四五日(同八・

八％増)と、争議行為参加人員では七五年以降の減少傾向から増加に転じ、労働損失日数では二

年連続の増加となった。また組合員一人当たり労働損失日数も〇・〇九二日と前年の〇・〇八四日

に比べ○・〇〇八ポイント上回り二年連続増加となっている。なお、三〇〇人以上規模をふくめた全

企業での春闘時争議発生企業数は一六四二企業で、前年と比べ二四・二％減、また争議行為参加

人員および労働損失日数もそれぞれ同一二・三％減、二六・一％減と七五年以降減少傾向がつづ

いている(第95表)。
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